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論文内容の要旨
原子炉建屋を合理的に設計するためには，原子炉建犀全体としての終局強度特性を明らかにすることが
電要な課題の一つであり，従来から耐震壁の復元力特性，終局強度に関する実験的，解析的研究は多くあ
るが，基礎版と鉄骨フレームの研究は少ないのが現状である。特に，鉄骨フレームについては，兵庫県南
部地震以降，一般建築においても，動的終局耐力の評価法とその上下地震動の影響について，議論されて
いる。また，建築構造の耐力だけに限らず.機器の耐力やトータルのシステムとしての耐力を含めた原子
炉建屋の安全性に関する，総合的な評価法が望まれている。米国において，炉火損傷確率を算定すること
を目的として.総合的な安全性を評価する原子力発電所の確率論的耐震設計が近年急速に進歩した。
以上のような背景を踏まえて，本論文では，総合的な原子炉建屋の終局耐力を評価するため，基礎版，
鉄骨フレームの確定論的終局耐力と建屋全体の確率論的終局耐力の評価法及びその評価法を多層鉄骨
フレームの動的終局耐力の算定に適用した研究成果を取りまとめたものである。この論文は6章より構成
されており，それらの内容の要旨は，下記の通りであるc
第 1章では，本研究の背最と目的について述べ，文献調査により，既往研究の概要をまとめると共に，
本論文の概要を示した。
第2寧では，基礎版の終結耐力を弾性応力解析結果からイールドライン法により評価する方法を提案し，
積層シェル要素を用いた弾塑性有限要素法による詳細解析によりその評価法の妥当性を示した。この結果，
検討対象の原子炉建屋の基礎版は，弾性水平荷重の2.4倍以上の終局耐力を有していること，及び，イール
ドライン法による終局耐力の推定計算結果l点弾塑性有限要素法解析結果にほぼ対応することが分かつた。
第3章では原子炉建屋の損傷確率を求めるために必要な確率論的地震動評価法と確率論的終局耐力評価
法を検討した。この結果，歴史地震を分析することにより，震源モデルを作成し 特定地点の地震動評価
ができることを示した。また弾塑性動的建犀応答の確率評価法に関して詳細法であるモンテカルロ法
に代わる簡易法として8分割ラテンハイパーキュウブ法と 2点推定法のL案を提案し，両者共にある程度
の誤差の範囲で用いることができることを示した。更に.建屋動的耐力を静的耐力から評価するための割
増係数は，米国で慣用的に用いられているl\ewmarkの等価エネルギー理論から計算した値の Y2--~ とな
ることが分かったり
第4章では，累積塑性エネルギー倍率 ηを実験結果から14と設定して門型鉄骨フレームの動的終局耐
力を具体的に定める方法を示した。動的弾性限耐力の動的終局耐力に対する比Ds値は0.15--0.30となり.
建築基準法で定められている0.25とほぼ等しい結巣となった。また，この方法を応用して，水平上下同時
入力解析により上下地震動の動的終局耐力に及ぼす影響度を検討した結果，スバン20m以上のフレームは，
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上下地震動の影響を考慮して設計する必要があることが分かった。
第5章では， 4章で用いた評価方法を，具体的な5階建と10階建の一般事務所用鉄骨フレームに適用し.
それらの終局耐力を求めた。この結巣から得られたDs値は 0.27-0.34で，現行基準法の0.25より大きな
値となった。次に，兵陣県南部地震以降議論となっている，地震波強度指標の検討をするため.兵庫県南
部地震等の観測技を入力として建屋の応答解析を行った。この結果.地震波の大きさを建物の破壊と関連
させて，より厳密に表現するためには，従来の評価指標である地震波の最大加速度と弾性応答加速度スベ
クトルでは不十分で，建屋の塑性変形量や塑性エネルギー量の概念、の入った指標が必要であることが分かつ
た。
第6章では，本研究で得られた結論を要約した。
論文審査の結果の要旨
原子炉ー建屋の設計lこは.終局耐力特性を建屋全体として評価することが，安全で，かっ合理的な構造物
の実現に重要である。また兵庫県南部地震後上下地震動の影響を含めた一般建築物の動的終局耐力の
解明が重要となっている。
本論文は，主要構造が鉄筋コンクリート造で非常に剛性が高い壁式構造である原子炉建屋全体の終局耐
力を評価するため.基礎版の静的終局耐力.建屋全体の確率論的終局耐力.および門型鉄骨フレームの動
的終局耐力の合理的な評価法について研究するとともにさらにその評価法を多層鉄骨フレームの動的終
局耐力の算定に適用した成果をまとめたものである。
最初に，基礎版の終局耐力を，弾性応力解析の結果から推定したイールドラインによって評価する新し
い方法を提案し，その妥当性を詳細な解析法である弾塑性有限要素解析の結果との比較により確かめてい
るじまた，原子炉建屋の基礎版の終局耐力は弾性限耐力の2.1倍以上有していることを明らかにしている。
つぎに，原子炉建屋全体の弾塑性動的終局耐力の確率評価法として，モンテカルロ法に代わる簡易法で
ある 8分割ラテンハイパーキュウブ法と 2点推定法を検討して本建屋の場合に これらの方法が工学的
に利用できることを確かめている。また建屋の動的終局耐力を静的終局耐力から評価するための割憎係
数が米国で慣用的に用いられているNewmarkの等価エネルギ-f:tljから計算した値より小さくなることを
示し，建屋の動的終局耐力をNewmarkの等価エネルギ-flJから評価することの問題点を指摘している。
さらに，原子炉建屋に設けられている円増鉄骨フレームの動的終局耐力を累積塑性エネルギーの概念を
利用して具体的に定める五法を示している。またこの方法によって本鉄骨フレームは現行の建築基準法
で定めた一般建築物の靭性を有していることや上下地震動を考慮して設計しなければならないスパン長さ
の範囲を明らかにしている。
最後に，上述の鉄骨フレームの動的終局耐力の評価方法を，多層の鉄骨フレームに適用し，それらの終
局耐力を求めている。ここでは多層の場合ある層に塑性化が集中し，現行の建築基準法で判断している
ほど靭性が無い場合のあることを指摘しているc また兵庫県'南.部地震やその他の代表的な地震の観測波
を入力とした応答解析を行い，従来の評価指標として用いられている地震波の最大加速度と弾性応答加速
度スベクトルでは不十分で，構造物の塑性変形量や塑性ヱネルギー量の概念、を導入した指標が必要である
ことを指摘している。
以上のように，本論文は，原子炉建屋全体の終局耐力を評価する方法ならびにその評価法を5層から
10層の中層建築物である鉄骨フレームに適用したもので，静的及び動的終局耐力の確定論的評価とともに，
雄率論的評価を行ったもので、ある。これらの研究成果は建築耐震工学はもちろん建築構造学の発展に寄
与するところが大きい。したがって本論文の著者は博士(工学)の学位を受ける資格を有するものと認
める。
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